
○事業実施箇所数：４７箇所（都道府県毎）
○事業登録者数：５３，１４２人
○マッチング率：２６．１％
○ワークショップ及び就業支援講座参加率：３６．０％

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　雇用・就業や社会参加を希望する高年齢者を対象に地域の多種・多様な関係機関で構成するネットワークと連携・協
力したワークショップの実施や、高年齢者の就業・社会参加ニーズと企業・地域社会における人材ニーズをマッチング
するための再就職支援や起業・社会貢献活動に係る支援等を各都道府県において民間団体に委託して実施する。

　高年齢者の雇用・就業等のニーズは多様化しており、社会参加から本格的な雇用まで幅広いニーズに応えるため、
地域社会に密着した雇用・就業や社会参加に係る情報の場を提供することにより、高年齢者の雇用・就業機会の確保
及び地域社会や地域の企業等における人材の確保を図ることを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

921

執行率 79.4%

事業番号 755

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成２１年度シニア就業支援プログラム事業費

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

毎年度恒常的に不要が生じており、予算と執行の乖離の要因等を精査し、予算を縮減すべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　当該事業は、平成21年度から実施しているものであり、事業の実施状況を見ながら必要な見直しを検討する。

　事業の効果的・効率的な実施を図るため、委託者である都道府県労働局において、事業の実施状況の把握や受託
者に対する助言を行うとともに、事業の実施状況を踏まえた評価や改善策等の検討を行っているところ。また、本省に
おいても、労働局担当官会議など機会を捉えて実態の把握や指導・助言を実施しているところ。
　受託者から提出される事業報告書及び精算報告書において、その内容を確認するとともに、経費の妥当性などにつ
いて検証しているところ。

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 1,050

総事業費(執行ベース) 833

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 高齢者雇用事業室

上位政策

高齢者雇用事業室
長

職業安定局高齢・障害者雇用対策部

労働保険特別会計雇用勘定

担当部局庁

高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図る
こと

1,041

833

関係する計
画、通知等

雇用保険法第６２条第１項第３号 -

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

８３３百万円

（シニア就業支援プログラム事業）

Ｂ．都道府県労働局（４７）

８３３百万円

（シニア就業支援プログラム事業委託費）

Ｃ．民間業者（４７者）

８３３百万円

・高年齢者・地域人材ニーズの登録

・地域ネットワークの構築

・ワークショップの開催

・高年齢者の就業ニーズと地域人税

ニーズのマッチング

【企画競争】

【予算示達】

Ａ．都道府県労働局（４７）

０．２百万円

【予算示達】

（事業実施受託者に対する指導等）



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.都道府県労働局 E.

使　途 金　額
(百万円）

諸謝金 検討推進委員会謝金 0.2

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 0.2

委託費 事業に対する委託費 833

B.都道府県労働局 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 833 計

C.社団法人大阪府シルバー人材センター協議会 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 委託事業実施にあたっての人件
費

13

事業費
委託事業実施にあたっての事業
費（活動旅費、啓発用パンフレット
作成費、通信費、会場借料など）

18

管理費

委託事業実施にあたっての管理
費（備品・消耗品費、通信運搬費、
光熱水料、借料及び損料、建物借
料など）

その他 消費税 1

3

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 35 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



別紙

労働局名 団体名 支出額

大阪労働局 社団法人大阪府シルバー人材センター協議会 ３５百万円

東京労働局 財団法人東京しごと財団 ２７百万円

北海道労働局 社団法人北海道シルバー人材センター連合会 ２７百万円

千葉労働局 社団法人千葉県シルバー人材センター連合会 ２５百万円

静岡労働局 社団法人静岡県シルバー人材センター連合会 ２５百万円

愛知労働局 社団法人愛知県シルバー人材センター連合会 ２５百万円

福岡労働局 社団法人福岡県シルバー人材センター連合会 ２３百万円

青森労働局 社団法人青森県シルバー人材センター連合会 ２０百万円

福島労働局 社団法人福島県シルバー人材センター連合会 ２０百万円

岐阜労働局 社団法人岐阜県シルバー人材センター連合会 ２０百万円

熊本労働局 社団法人熊本県シルバー人材センター連合会 ２０百万円

平成２１年度シニア就業支援プログラム事業支出先一覧


